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生活保護を受給している世帯及び生活困窮世帯の内、中 学習支援事業は、生活保護を受給している世帯及び生活困窮世帯の内、中学生の児童

学生の児童に対し学習の機会と地域における居場所を提 に対し学習機会と地域における居場所を提供し、児童の高校進学を促進させ貧困の連鎖

供し、児童の高校進学を促進させ世帯の自立を目指すこと を防止し、世帯の自立を目指すことを目的にしています。

を目的とする。 市内１カ所２０名定員でプロポーザルにより委託を行うことで事業実施を検討している。

・学力確認テスト：95,040円　

学習支援事業は貧困の連鎖防止の為、居場所の提供を ・消耗品費　　　　：60,000円

行いながら学習教室による学習支援を行う。 ・郵送料　　　　　：24,436円

・学習支援コーディネーター：1,543,749円

・学習支援サポーター：441,600円

・教育支援システムリース料：1,326,573円

・事務経費：349,139円（総事業費の1割）

合計　3,840,537円

生活困窮者自立支援法第６条４号、第９条２項２号より

学習支援事業は貧困の連鎖防止の為、子どもの学習機会と

居場所を提供するため、大阪府下において平成２９年度には

８０％の自治体が実施予定となっているため。

平成 29 年度財務部長復活内示額

平 成 29 年 度 復 活 要 求 額

平成29年度当初予算　市長復活査定書
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(根拠法令）
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債務負担行為
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